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安倍論文（１）南シナ海は北京の湖であるアサ芸プラス 2013 年１月 29 日 09 時 57 分 

 

 「経済再生」を掲げる安倍政権で、もっぱら注目を浴びているのは「アベノミクス」なるもの。と

ころがその一方で、なぜかほとんどメディアでは報道されない「重大方針」を発信していたのだっ

た。テーマは、日本の領土侵略行為を繰り返す巨大隣国の撃退。周到かつ過激なその秘策の全貌を

明らかにする。 

 

〈2007 年夏、日本の総理としてインド国会で演説した私は「２つの海の交わり」について話し、集

まった国会議員の拍手喝采と賛同を得た。あれから５年を経て、私の発言は正しかったということ

をいっそう強く確信するに至った〉 

 

 これは昨年 12 月 27 日付で、チェコに本部を置く国際言論ＮＰＯ団体「プロジェクト・シンジケ

ート」のウェブ上に掲載された「アジアの民主主義的安全保障ダイヤモンド」と題する英語の論文。

「私」とは、安倍晋三総理（58）のことである。 

 

 「プロジェクト・シンジケート」は、日本を含む世界 150 ヵ国以上の新聞社、通信社と提携、配信

する媒体であり、世界的投資家ジョージ・ソロス氏、米マイクロソフト会長のビル・ゲイツ氏ら世

界の要人が寄稿者として名を連ねる格調高い機関。ところが、あまりに過激で挑発的な内容のせい

なのか、一国の総理が世界に向けて訴えた内容を、なぜか日本のメディアはほとんど取り上げてい

ない。 

 

 まず、冒頭の「インド国会での発言」を振り返ろう。 

 

〈日本はこのほど貴国と「戦略的グローバル・パートナーシップ」を結び、関係を太く、強くして

いくことで意思を一つにいたしました。日本とインドが結び付くことによって、「拡大アジア」は米

国や豪州を巻き込み、太平洋全域にまで及ぶ広大なネットワークへと成長するでしょう〉 

 

 日印両国の結託が「２つの海」、すなわち太平洋とインド洋の交わりとなる、との主張。実は、こ

れこそが、中国の脅威を封じ込めるための方策なのである。安倍論文を読み進もう。 

 

〈太平洋における平和、安定、航行の自由は、インド洋における平和と安定、航行の自由と切り離

すことはできない。アジアにおける最古の海洋民主主義国家たる日本は、両地域の共通財産を保護

するうえで、より大きな役割を担うべきである。にもかかわらず、南シナ海はますます『北京の湖』

と化しているように見える。（中略）南シナ海は、中国海軍が核弾頭ミサイルを搭載した潜水艦の基

地とするに十分な深さがあり、隣国を恐れさせる新型空母もまもなく登場するだろう〉 

 

 南シナ海に強引に進出している中国は、西沙諸島ではベトナムと、南沙諸島ではフィリピンと、

領海紛争を起こしている。… 

 

 政治部デスクが解説する。「安倍論文にあるように、南沙諸島で中国はそろそろ空母を常駐させる

つもりです。尖閣と同じように軍艦を行き来させ、航空機をスクランブル発進させるなどして制圧
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していくのです」 

 

 安倍論文はそんな中国を牽制し、「北京の湖」という皮肉タップリの表現を用いて批判しているの

だ。 

 

 http://www.excite.co.jp/News/politics_g/20130129/Asagei_11759.html 

 

 

Asia's Democratic Security Diamond 

 

アジアの民主主義セキュリティダイアモンド 

 

 2007 年の夏、日本の首相としてインド国会のセントラルホールで演説した際、私は「二つの海の

交わり」─1655 年にムガル帝国の皇子ダーラー・シコーが著わした本の題名から引用したフレーズ

─について話し、居並ぶ議員の賛同と拍手喝采を得た。あれから５年を経て、私は自分の発言が正

しかったことをますます強く確信するようになった。 

 

 太平洋における平和、安定、航海の自由は、インド洋における平和、安定、航海の自由と切り離

すことは出来ない。発展の影響は両者をかつてなく結びつけた。アジアにおける最も古い海洋民主

国家たる日本は、両地域の共通利益を維持する上でより大きな役割を果たすべきである。 

 

 にもかかわらず、ますます、南シナ海は「北京の湖」となっていくかのように見える。アナリス

トたちが、オホーツク海がソ連の内海となったと同じく南シナ海も中国の内海となるだろうと言う

ように。南シナ海は、核弾頭搭載ミサイルを発射可能な中国海軍の原潜が基地とするに十分な深さ

があり、間もなく中国海軍の新型空母がよく見かけられるようになるだろう。中国の隣国を恐れさ

せるに十分である。 

 

 これこそ中国政府が東シナ海の尖閣諸島周辺で毎日繰り返す演習に、日本が屈してはならない理

由である。軽武装の法執行艦ばかりか、中国海軍の艦艇も日本の領海および接続水域に進入してき

た。だが、このような“穏やかな”接触に騙されるものはいない。これらの船のプレゼンスを日常

的に示すことで、中国は尖閣周辺の海に対する領有権を既成事実化しようとしているのだ。 

 

 もし日本が屈すれば、南シナ海はさらに要塞化されるであろう。日本や韓国のような貿易国家に

とって必要不可欠な航行の自由は深刻な妨害を受けるであろう。両シナ海は国際海域であるにもか

かわらず日米両国の海軍力がこの地域に入ることは難しくなる。 

 

 このような事態が生じることを懸念し、太平洋とインド洋をまたぐ航行の自由の守護者として、

日印両政府が共により大きな責任を負う必要を、私はインドで述べたのであった。私は中国の海軍

力と領域拡大が 2007 年と同様のペースで進むであろうと予測したが、それは間違いであったことも

告白しなければならない。 
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 東シナ海および南シナ海で継続中の紛争は、国家の戦略的地平を拡大することを以て日本外交の

戦略的優先課題としなければならないことを意味する。日本は成熟した海洋民主国家であり、その

親密なパートナーもこの事実を反映すべきである。私が描く戦略は、オーストラリア、インド、日

本、米国ハワイによって、インド洋地域から西太平洋に広がる海洋権益を保護するダイヤモンドを

形成することにある。 

 

 対抗勢力の民主党は、私が 2007 年に敷いた方針を継続した点で評価に値する。つまり、彼らはオ

ーストラリアやインドとの絆を強化する種を蒔いたのであった。（世界貿易量の 40％が通過する）マ

ラッカ海峡の西端にアンダマン・ニコバル諸島を擁し、東アジアでも多くの人口を抱えるインドは

より重点を置くに値する。日本はインドとの定期的な二国間軍事対話に従事しており、アメリカを

含めた公式な三者協議にも着手した。製造業に必要不可欠なレアアースの供給を中国が外交的な武

器として使うことを選んで以後、インド政府は日本との間にレアアース供給の合意を結ぶ上で精通

した手腕を示した。 

 

 私はアジアのセキュリティを強化するため、イギリスやフランスにもまた舞台にカムバックする

よう招待したい。海洋民主国家たる日本の世界における役割は、英仏の新たなプレゼンスとともに

あることが賢明である。英国は今でもマレーシア、シンガポール、オーストラリア、ニュージーラ

ンドとの五カ国防衛取極めに価値を見いだしている。私は日本をこのグループに参加させ、毎年そ

のメンバーと会談し、小規模な軍事演習にも加わらせたい。タヒチのフランス太平洋海軍は極めて

少ない予算で動いているが、いずれ重要性を大いに増してくるであろう。 

 

 とはいえ、日本にとって米国との同盟再構築以上に重要なことはない。米国のアジア太平洋地域

における戦略的再編期にあっても、日本が米国を必要とするのと同じぐらいに、米国もまた日本を

必要としているのである。2011 年に発生した日本の地震、津波、原子力災害後、ただちに行なわれ

た米軍の類例を見ないほど巨大な平時の人道支援作戦は、60 年かけて成長した日米同盟が本物であ

ることの力強い証拠である。 

 

 私は、個人的には、日本と最大の隣国たる中国の関係が多くの日本国民の幸福にとって必要不可

欠だと認めている。しかし、日中関係を向上させるなら、日本はまず太平洋の反対側に停泊しなけ

ればならない。というのは、要するに、日本外交は民主主義、法の支配、人権尊重に根ざしていな

ければならないからである。これらの普遍的な価値は戦後の日本外交を導いてきた。2013 年も、そ

の後も、アジア太平洋地域における将来の繁栄もまた、それらの価値の上にあるべきだと私は確信

している。 

 

原文ＵＲＬ： 

http://www.project-syndicate.org/commentary/a-strategic-alliance-for-japan-and-india-by-

shinzo-abe 

 


